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1. 現在のエネルギー情勢



3

最近のＷＴＩ原油価格の動向

ＷＴＩ原油は、７月６日（水）に６１．２８ドル／バレル（終値）となり、史上最高値を更新した。

７月１８日（月）の終値は、５７．３２ドル／バレル。

１．価格の動き

（１）中国等をはじめとする世界の石油需要の増加

（２）ＯＰＥＣの余剰生産能力の低下

（３）供給面のリスク（中東情勢等）

（４）投機

２．価格上昇の理由・背景

構造的要因

短期的変動要因
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１７．８８ドル／バレル

３７．０５ドル／バレル

５４．９３ドル／バレル

WTIとドバイ
の価格差ピーク
（2004年10月15日）

５２．６０ドル／バレ
ル

５５．８０ドル／バレル
（2005年7月7日）

３１．２５ドル／バレ
ル

ドバイ
（日経）

－

６１．２８ドル／バレル
（2005年7月6日）

直近のピーク
（史上最高値）

５．４９ドル／バレル６．５８ドル／バレルWTIとドバイ
の価格差

５８．０９ドル／バレ
ル

３７．８３ドル／バレ
ル

ＷＴＩ

７月１５日（金）

米英主導のイラク攻
撃時の高値
（２００３年）

最近の原油価格の推移最近の原油価格の推移
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ＷＴＩ：米国の価格指標

ブレント：欧州の価格指標

ドバイ：アジアの価格指標

ＯＰＥＣバスケット価格

ドル／バレル

.

※１ ＷＴＩ価格は、７月７日の夜間電子引中に最高値（瞬間値）となる６２．１０ドル／バレルをつけた。
※２ ドバイ原油価格（日経）の昨年の最高値は８月２０日につけた４１．４５ドル／バレル。
※３ ７月１８日（月）のＷＴＩ価格は５７．３２ドル。なお、この日は日本の休日であったため、ドバイ（日経）の価格は発表されていない。
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国際石油市場の構造変化

○国際エネルギー市場は20-30年タームの構造変化を迎えつつあり、我が国のエネルギー
政策についても、こうした中長期的な視点を持って対応していくことが重要。

●第一次石油ショック以前はバ
レル当たり１～２ドルであった
原油価格は二度の石油危機等を
経て35ドルまで上昇し、その後
も30ドル前後で推移。

●供給面では、北海油田やアラ
スカ油田など非OPEC産油国の原
油生産が増加し、世界の石油供
給構造が多様化。

●需要面では、我が国を含む先
進消費国において原子力、天然
ガス等の石油代替エネルギーの
開発や省エネルギーが進展。

●1986年以降、サウジが需給調
整役を果たしきれなくなったた
め原油価格は大幅に下落し、概
ね13～19ドルの範囲で安定的に
推移。

●供給面では、上流部門に対す
る投資のペースが鈍化し、その
後の需要増に十分対応しうる程
には上流の開発は進捗せず。

●需要面では、先進消費国等を
中心にエネルギー消費の伸びが
再び増加傾向に。

1980年代後半～1990年代後半第一次石油ショック～1980年代前半 昨今の動向

●80年代後半以降の需給構造の
変化を背景に、世界的な需要の
拡大に対し、ＯＰＥＣ等の生産
余力が低下。

●中国等アジアを中心とした需
要の拡大等、こうした傾向は、
中長期的にも、更に継続・進展
が見込まれる。

●近時の原油価格の急上昇は、
こうした構造的な問題を背景と
して、供給面のリスク（中東情勢、
国際テロ懸念等）、投機等が原因。
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世界の原油生産量と原油価格の推移
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※世界の原油生産量：（出典）BP統計2005 ※※（年）
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米国・中国・日本の石油需要量（在庫積み増し分含む）の推移米国・中国・日本の石油需要量（在庫積み増し分含む）の推移

○２００４年の世界の石油需要（在庫含む）は、２０００年比で約８%増。
○米国は、全体の増分の約１４．８％を、中国は、同約３２．４％を占める。

世界全体の石油需要の増加量の内訳（2000年→2004年）
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より
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米国の石油精製能力の不足

米国のガソリン価格の上昇は、原油価格の高騰による影響の他、米国にお
ける石油精製能力の不足、ガソリン品質規制の強化、地域毎に複数のガソ
リン品質規制が導入されていること等も原因。米国の国内事情が、国内の
ガソリン供給の柔軟性を低下させ、需給の逼迫懸念を高め、ガソリン価格、
ひいては軽質油種等の原油価格の上昇要因となっているという指摘もなさ
れている。

収益率及び投下資本利益率の低さから、米国においては1976年以降、精油所の
新設はない。石油会社の合理化により中小の非効率な精油所は閉鎖され、1981年に
324カ所あった製油所は、現在149カ所となっている。国内製油所の稼働率は、この
10年間、90％以上という状況が続いており、余剰能力の低さが目立つ。
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ニューヨーク商品取引所（ＮＹＭＥＸ） ＷＴＩ原油
ファンドの買い越しの推移（買い契約－売り契約）

○原油価格上昇時にはファンドの買い越し幅が増加するなど、原油価格の推移と
ファンドの売買状況との間には一定の相関関係がみられる。
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一次エネルギー供給・発電電力量シェアの推移

発電電力量シェアの推移（電気事業用）
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（出典）資源エネルギー庁「電源開発の概要」より作成。

（図１）（図１） （図２）（図２）

((年度年度))
((年度年度))

（出典）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」より作成。
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各般の省エネ対策を通じ、世界一の省エネ国家を実現

我が国は、ＧＤＰ単位あたり一次エネルギー消費量が世界で最少。
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（出典）IEA Energy Balance 2004
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２． 世界のエネルギー需給構造
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世界のエネルギー需要の現状と見通し

特徴
○世界のエネルギー需要は、アジアを中心とする発展途上地域に

おけるエネルギー需要の急速な伸びにより、２０３０年には２００２
年比で６０％増加する見込み。（全体の伸びの約４６％は、アジア
地域） （図１)

○世界のエネルギー需要に占めるアジア地域のシェアは、２００２年
の３０％から２０３０年には３６％に拡大。特に、中国の伸びが大
きく、アジア全体の増加の約４５％を占める。 (図２)

○エネルギー需要が拡大する中、各地域の石油の輸入依存度は高
まり、特に、アジア地域の依存度は２０３０年には８割を越える見
込み。 (表１)

世界の地域別エネルギー需要の推移と見通し（図１）

世界各地域における一次エネルギー需要の伸び（2002年→2030年)

（石油換算百万トン）

（出典）IEA/World Energy Outlook 2004

出典）IEA/World Energy Outlook 2004

1,371

469

1,297

1,530

493

402

562

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800

ＯＥＣＤ(日韓除く）

旧ソ連等

中国 

アジア（日韓含む）

中南米 

中東 

アフリカ

アジア地域計

     2,827

世界全体：
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5,536

10,345

12,194

14,404

16,487

OECD（日韓除く）

旧ソ連等

中国

アジア（日韓含む）

中南米

中東

アフリカ

北米 欧州 アジア

需要量（石油換算百万トン 1,079 689 1,004
輸入依存度(%) 36 54 62
需要量（石油換算百万トン 1,478 794 1,900
輸入依存度(%) 55 86 83

2002年

2030年

（図２）

（表１）
地域別石油需要量と域外依存度の変化

*アジア：日本・中国・韓国、ASEAN他

（出典）IEA/World Energy Outlook 2004



16

中国・インドにおける人口・ＧＤＰの推移

１８２０年 ２００３年 ２０３０年（注１）

・世界 694 （ － ）

・中国 199 （28.7）

・インド 110 （16.0）

・アメリカ 12  （ １.8）

・日本 22      （ 3.1）

35,795 （ － ）

1,412 （ 3.9）

595 （ 1.7）

11,004     （30.4）

4,303     （13.1）

99,587(  － ) 79,795 ( －) N  A( －)

20,057(20.1)         4,963( 6.2)      14,312(－)

N A ( － )           1,838( 2.3)        4,935(－)

13,314(13.3)        19,626(24.6)     20,833(－)

5,326 ( 5.3)           6,314( 7.9)        5,810(－)

(十億米ドル) （ ％ ） OECD（注２） ＩＥＡ（注３） ＧＳ（注４）

(十億米ドル) （ ％ ） (十億米ドル)    （ ％ ） (十億米ドル)   （ ％ ）

6,071 ( － )

1,304 (21.4)

1,065 (17.5)

294 ( 4.8 ) 

128      ( 2.1 )

8,130 (  － )

1,451 (17.8 )

1,417 (17.4 )

370 ( 4.6 )

118 ( 1.5 )

・世界 1,068 ( － )

・中国 381 (35.5)

・インド 209 (19.6)

・アメリカ 10      ( 0.9 )

・日本 31     ( 2.9 )

① 人口 （百万人） （ ％ ） （百万人） （ ％ ） （百万人） （ ％ ）

② ＧＤＰ (百万米ドル) （ ％ ）

（注１）Ａｎｇｕｓ Ｍａｄｄｉｓｏｎ「世界経済の成長史１８２０～１９９２年」（東洋経済新報社）より抜粋。

（注２）ＯＥＣＤ［１９９７］THE WORLD IN 2020からエネ庁推計。世界ＧＤＰ成長率年平均３．２％（1995－2030）で試算。１９９２年基準購買力平価に基づく米ドル換算

（注３）World Bank「World Development Indicators]２００２年版及びＩＥＡ「World Energy Outlook2004」からエネ庁推計。世界ＧＤＰ年平均成長率３．２％（２００２－２０３０）で試算。

（注４）Goldman Sachs Global Economics Paper No:99より抜粋。中国・インドの為替レートは、対米ドル比年平均２．５％上昇する想定。
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中国・アジアのエネルギー需要見通し

○ 中国をはじめとするアジアのエネルギー需要は今後急増。

【中国における石油のバランス】【アジアのエネルギー需要推移と見通し】

生産量

消費量

輸入依存度

4.4
5.4

6.76.7

9.2

22.5

6.3

10.8

20.8

0

5

10

15

20

25

1990（実績） 2000（実績） 2025（見通し）

（原油換算億ｋｌ）

日本

中国

その他
アジア

（出典）ＤＯＥ／ＥＩＡ‐０４８４（２００３）

（出典）IEA/World Energy Outlook 2004
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主要国の石油最終消費量

＊石油の大部分は輸送用燃料として消費される

精製用原油のエネルギー転換後の割合

0%

10%
20%

30%
40%

50%

60%
70%

80%
90%

100%

日本 米国 中国 独 英国 仏

重油等

灯油・ＬＰガス

輸送用燃料

（出典）平成１５年度 エネルギー関する年次報告
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輸送部門の石油消費の伸び

＊今後も輸送部門の増加が予想される。

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

１９７１年 ２００２年 ２０１０年 ２０２０年 ２０３０年

M
to

e 石油

他の燃料

797

1737

2120

2621

3110

注：表内の数字は石油のみのもの

（出典）IEA Energy Outlook  2004
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世界のエネルギー供給の現状と見通し

特徴

○世界のエネルギー供給は、石油が約４割、石炭、天然ガス
が各々約１／４と、化石燃料が太宗を占める。 (図１)

○長期的には、天然ガスのシェアが２００２年の２１％から２０３
０年には２５％に増大することが見込まれるものの、石油が
引き続きエネルギー供給の中心を占める基本構造に変化は
ない。 (図１)

○石油はその賦存が中東に集中しているが、長期的には中東
の石油供給比率が更に高まることが予想される。 (表１・図２)

世界の燃料別エネルギー供給の推移と見通し

世界の石油供給の地域別見通し

(表１)

(図１)

総供給量：77百万バレル/日 総供給量:121.3万バレル/日
（注）アジア：インド、ASEAN（インドネシア除く）等 （出典）IEA/World Energy Outlook(2004)

（出典）IEA/World Energy Outlook 2004
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旧ソ連
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1%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

1971 2002 2010 2020 2030

5,536

10,345

12,194

14,404

16,48

石炭

石油

天然ガス

原子力

水力

バイオマス及び廃棄物

その他再生可能
エネルギー

（石油換算百万トン）

石油 天然ガス 石炭 ウラン

1兆１４７７億バレル 176兆ｍ3 9,845億トン 459万トン

北米 4.1% 4.0% 26.1% 17.1%

中南米（注３） 10.3% 4.3% 2.3% 3.6%

欧州 1.8% 3.6% 13.4% 2.8%

旧ソ連 7.4% 31.8% 22.7% 28.7%

中東 63.3% 40.8% 0.2% 0.2%

アフリカ 8.9% 7.8% 5.6% 20.5%

アジア・大洋州 4.2% 7.7% 29.7% 27.2%
280億バレル

（76.8百万ＢＤ）
2.6兆ｍ3 51.2億トン 3.6万トン

41年 67.1年 192年 85年
（注１）

（出典） 石油、天然ガス、石炭：ＢＰ統計2004  
ウラン：OECD/NEA, IAEA URANIUM 2003

（注１）

（注2） 2002年版より中南米にメキシコを含めることとしたため、それ以前との比較の際は注意を要する。

世界のエネルギー資源埋蔵量（2003年）

　
地
域
別
賦
存
状
況

ウランをワンススルーで軽水炉に用いた場合の可採年数。ウランの可採年数は、既知資源量を世界の年間ウラン需要量(2002年）で
除した数値

確認可採埋蔵量

年　生　産　量

可　採　年　数

（図２）
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石油の究極可採埋蔵量の評価

 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

Weeksの評価

石鉱連
の評価

Warman(BP)
 の評価 Campbellの評価

Masters等
の評価

究極可採資源量（兆バレル）

◎

世界石油会議
2000年

（石油）
○楽観論：３兆バレルを超える究極可採埋蔵量や２０ドルを切る非在来型石油などが根拠
○悲観論：可採埋蔵量の過大推計の可能性や石油採掘量ピーク論等

石油の究極可採埋蔵量の評価

（出典）日本エネルギー経済研究所

【究極可採埋蔵量】
資源の確認埋蔵量＋資源増加分＋未発見資源＋現在までの生産量

米国地質研究所
（ＵＳＧＳ）

の試算による
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石油ピーク論

ＩＥＡ見通し

83710
非在来型石油の

２０３０年の生産量（mb/d）

14296121
在来型石油のピーク時の

世界的需要（mb/d）

２０３３ー２０３７２０１３ー２０１７２０２８ー２０３２
在来型石油生産量の

ピーク

320017002626
１９９６年１月１日時点の在来型石油の残存
究極可採埋蔵量
(billion barrels)

楽観的なケース悲観的なケース標準的なシナリオ

石油と天然ガスの生産量の試算例P．R．Odellの試算

（オランダ・エラスムス大学教授）

縦軸：石油換算10億トン／年、横軸：年

 
 

 

在来天然ガス 

非在来天然ガス 

2090 年に生産量のピーク

2050 年に在来天然ガスの
生産量のピーク

 

 

在来石油 

非在来石油 

2030 年に在来石油の生産
量のピーク 

2060 年に生産量のピーク
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環境制約の動向

○増大するエネルギー起源ＣＯ２排出量（2030年には2000年比69%増大）
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エネルギー起源ＣＯ２排出量の見通し（ＩＥＡ）
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エネルギー起源ＣＯ２排出量割合

中国
13%

アメリカ
24%その他の国

33%

カナダ
2%

韓国
2%

イギリス
2% ドイツ

3%

インド
4%

ロシア
6%日本

5%

イタリア
2%

フランス
2%

メキシコ
2%

二酸化炭素の排出量見通し
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炭
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41%

59%

76%

24%

途上国

先進国

（出典） ＲＩＴＥ ＤＮＥ２１モデル

各国のエネルギー起源ＣＯ２
排出量割合（２００１年）

（出典） OECD/IEA CO2 Emissions from Fuel 
Combustion
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２１世紀に入って見直される各国のエネルギー政策

○２１世紀に入って認識が変化、各国ともエネルギー政策を再検討。
・エネルギー供給に軸足を置くブッシュ政権（国家エネルギー政策）
・環境政策に重点を置く欧州（グリーンペーパー）
・エネルギー産業の育成・資源の国家管理強化に主眼を置くロシア（プーチン政権）
・西部開発・資源獲得・インフラ整備に切迫感のある中国

「2020年までのエネルギー
戦略｣(2003年)

ロシア

中国

「グリーンペーパー」（2000
年）＜20～30年先を展望した
戦略＞

ＥＵ諸国

「国家エネルギー政策」
(2001年）；

「戦略計画」(2003年）
＜25年先までの行動計画＞

米国

重 点主な中長期計画国名

石油・天然ガスの世界への輸出拠点化を目指し、供給力拡大に注力。
近年は、国営石油、ガス会社による支配強化、地下資源法改正等、国
家による資源管理が進む傾向。

「2020年までのエネルギー
戦略｣(2003年)

ロシア

エネルギー需要の増加への対応として、供給量確保（国内外の資源開
発、電力・ガスのインフラ整備等）を重視。国家備蓄基地の建設、中長
期省エネルギー計画策定等、需要側の対策も徐々に導入。

中国

EU拡大等による需要拡大、エネルギーの輸入依存上昇、京都議定書、
原子力の伸びが大きく見込めないこと等の制約を踏まえ、省エネによ
る需要抑制にプライオリティ。2005年、「省エネに関するグリーンペー
パー」では、2020年までに20％削減の数値目標を設定し、取組みを

強化。

「グリーンペーパー」（2000
年）＜20～30年先を展望した
戦略＞

ＥＵ諸国

「国家エネルギー政策」
(2001年）；

「戦略計画」(2003年）
＜25年先までの行動計画＞

米国

重 点主な中長期計画国名

エネルギーの輸入依存度の上昇を強く懸念し、国内エネルギー供給
能力拡大（石油、天然ガス、原子力、電力等）やエネルギー供給国との
関係強化といった供給面のセキュリティ対策を重視。いわゆる「包括エ
ネルギー法案」（注）の成立を急いでいる。

第１０次五ヵ年計画
（2001～2006年）
※第１１次五ヵ年計画
（2006～2010年）策定中

（注）国内エネルギー生産の増大、エネルギーインフラの近代化、省エネ促進に向けた技術の活用の推進、
エネルギー供給の多様化等について包括的に定めた法案。
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中国における供給源多様化への動き <2005年5月現在>

○ＣＮＰＣ、ＣＮＯＯＣ等国策企業による積極的な資源確保に向けた動き。

2003年タングーからのLNG供給契約調印（福建）
2003年NWSガス田権益買収25% 2.8億万USD
2004年NWSガス田権益買収（5.3%）
2004年Block-M7・M9鉱区権益（5.9%）
2004年タングーLNG権益を65%に増加1.1億USD
2005年MEG社（オイルサンド）株式買収16.7％ 1.5億$
2005年Unocal社買収交渉中 185億USD

インドネシア
豪州

ミャンマー
インドネシア
カナダ
米国

2003年CGL権益買収（63%）
2003年Block-11鉱区探鉱契約
2003年AmeradaHess社権益買収 0.8億USD
2003年BARS社・Buzachi社権益買収
2003年Kebibe油田PS契約調印
2003年Adrar油田共同開発契約、他
2003年Gobustan社株式
2003年North Buzachi油田権益、他 2億USD
2003年Stimul社株式 約2億USD
2004年Lumbaqui Oil社権益
2004年Pluspetrol社権益 1～2億USD
2004年越境PL建設契約締結（7億USD）、

Aktobemunaigas社JV株主比率を増加（86%）
2004年Taodania堆積盆鉱区他参画
2005年Enbridge社と原油PL供給契約調印（2010年～）

2005年オルドス盆地ガス田をShellと開発 総額6億ドル

2005年石油分野における協力MOU締結

買収、新規契約案件、等

アゼルバイジャン
エクアドル
インドネシア
カザフスタン
シリア
アルジェリア
アゼルバイジャン
カザフスタン
ロシア
エクアドル
ペルー
カザフスタン

モーリタニア
カナダ
中国
オマーン

国名

1994年Malacca Straits鉱区（39.51%）参画
2001年Colgongガス田のChevron権益
2001年海上鉱区探鉱を含むLNG開発契約
2002年Gorgonガス田（12.5％）権益交渉
2002年Repsol社権益買収（原油） 5.9億USD
2002年タングー権益買収12.5%（ガス）

インドネシア
豪州
フィジー
豪州
インドネシア

CNOOC

1995年西部州及び湾岸州における探鉱参画
1995年Block-1,2,4：

Muglad堆積盆／原始埋蔵量：4.15億BBL、
Block-3,7（原始埋蔵量：30億BBL） 7億USD
Block-6（原始埋蔵量：65百万BBL）

1996年Lone Golden Lake油田（4%）
1997年Uzen油田EOR契約
1997年Aktyubinsk油田開発（60%） 54億USD
1997年マラカイボ湖鉱区探鉱開発 3.6億USD
2001年TGWorld社権益
2001年Bagan鉱区EOR契約
2002年Salyan Oil社権益
2002年Devon社権益買収 2.2億USD
2002年WadiAsad鉱区権益買収

PNG
スーダン

カナダ
カザフスタン

ベネズエラ
ミャンマー

アゼルバイジャン
インドネシア*
オマーン

CNPC
*Petrochina

買収、新規契約案件、等国名企業

＜国有石油会社の主要な上流等参画動向（1994年～2005年）＞ （IEA、JOGMEC・IEEJ資料及び各紙報道より作成）

*Petrochinaが保有する海外資産は当初インドネシアDevon社権益のみだったが、2005年6月同社が親会社CNPが保有する海外資産を買収し一元化。
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中国における供給源多様化への動き② <2005年5月現在>

○Ｓｉｎｏｐｅｃ、Ｓｉｎｏｃｈｅｍ等国策企業による積極的な資源確保に向けた動き。

2003年Conoco Philips権益 1億USD
2003年探鉱開発協力に係るMOU締結
2004円Incheon（仁川）Oil<精製>買収失敗 6.6億USDをオファー

エクアドル
タイ

※韓国

Sinochem
2002年Atlantisbais社買収（原油） 2.2億万USD ※SinopecとSinochemの共同買収

チュニジア
オマーン、UAE

2004年BSEK社株式
2004年ボリビア石油公社と提携 今後15億$投資
2004年大深水戦略提携（Petrobras）
2004年Block-D鉱区探鉱参画
2004年Rub Alkhaili堆積盆におけるガス開発契約（10
年間） 3億USD
2005年Marine-Ⅶ・Haute-Mer-B鉱区参画
2005年ロスネフチと露内外の石油開発で協力

カザフスタン
ボリビア
ブラジル
ミャンマー
サウジアラビア

コンゴ
ロシア

2001年Zavarehkshan油田PS契約
2001年Block-S2（37%）探鉱参画
2003年Stubb Creek油田開発契約
2003年Pirsahat油田探鉱開発契約
2004年OML64・66鉱区探鉱参画
2004年Area B探鉱参画
2004年LT2000他鉱区に探鉱参画

イラン
イエメン
ナイジェリア
アゼルバイジャン
サウジアラビア

ガボン

Sinopec

＜国有石油会社の主要な上流等参画動向（交渉中）＞ （IEA、JOGMEC・IEEJ資料及び各紙報道より作成）

LNG長期契約（25年間／年1千万トン）に関するMOU締結（700億USD）／Yadavaran油田探鉱開発イランSinopec

重油及びパイプライン建設 *Sinopecと共同／石油・天然ガス探査及び精製に係るMOU締結カナダ／ペルーCNPC

買収、新規契約案件、等国名企業

＜主な国際パイプライン構想＞ （JOGMEC・IEEJ資料及び各紙報道より作成）

※明らかになっている主な構想につき記載

①アクチュビンスク（カザフスタン）～新疆<原油> ②トルクメニスタン～中国<天然ガス>中央アジア

①コビクタガス田（イルクーツク州）～中ロ国境沿い～大慶-北京-青島（中国案）<天然ガス> ②アンガルスク～大慶<原油>東シベリア

構想供給地域
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メジャーの中国市場への関与

○エクソンモービルやＲＤシェル等メジャーは、エネルギー需要の大幅増が見込まれ
る中国市場への関与を強めている。

• エクソンモービル
－ＳＩＮＯＰＥＣのＩＰＯに6.5億ドル出資（2005年3月売却）
－広東省広州製油所の拡張
－広東省（JV・SSを500ヵ所展開）と福建省（同500ヵ所）での燃料販売を計画。
－福建省福建製油所の改造・拡張、石油化学プラント建設をサウジアラムコと検討中
－西気東輸計画にシェル等とともに15％資本参加（2004年8月撤退）

• ＲＤシェル
－ＳＩＮＯＰＥＣのＩＰＯに4.1億ドル出資（2004年3月売却）、ＣＮＯＯＣのＩＰＯに2.6億ドル出資
－広東省恵州での石油化学プラント建設合意
－江蘇省での燃料販売（ＪＶで500ヶ所のＳＳを展開）を計画
－陜西省でのガス開発および北京までのガスパイプラインの建設に参画
－西気東輸計画に15％資本参加（2004年8月撤退）
－沿海部ガスPL事業への参画

• ＢＰ
－ＣＮＰＣ（Ｐｅｔｒｏ Ｃｈｉｎａ）のＩＰＯに5.8億ドル出資（2004年1月売却）、ＳＩＮＯＰＥＣのＩＰＯに3.8億ド
ル出資（2004年2月売却）

－広東省ＬＮＧプロジェクトへの参加
－上海での石油化学プラント計画への参画
－浙江省（JV・SSを500ヵ所展開）と広東省（同500ヵ所展開）での燃料販売を計画
－東シベリアからのガス輸入計画への参画

出典：（財）日本エネルギー経済研究所 公表資料
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中東産油国の中国市場への関与

○サウジアラビアなど中東産油国が、エネルギー需要の大幅増が見込まれる中国
市場への関与を強めている。

• VIP外交でのエネルギー分野での協力協定
– 1999年：江沢民主席訪サウジアラビア

– 2000年：イラン・ハタミ大統領訪中

– 2002年：江沢民主席訪イラン、等

• 中国企業の上流投資受入
– イランKashan油田（SINOPEC）、Yadavaran油田（SINOPEC）

– イラクAl-Ahdab油田（CNPC）

– サウジガス開発計画（SINOPEC）

• 原油販売の強化・拡大
– 2004年原油輸入で1位サウジ、4位イラン

• 中国下流事業への参入検討
– サウジアラムコはエクソンモービルとともに福建製油所拡張計画検討中

出典：（財）日本エネルギー経済研究所 公表資料
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３． 日本のエネルギー需給構造
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我が国のエネルギー消費動向

○近年、民生部門、運輸部門のエネルギー消費の伸びが顕著であり、今後も引き続き
増加の見込み。

○産業部門のエネルギー消費は、世界に先駆けた省エネへの取組や産業構造の変化

を受けてほぼ横ばいで推移しているものの、依然として全体の半分近くを占める。

（出典）総合エネルギー統計

部門別最終エネルギー消費量の推移(1965年度～）
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（原油換算百万キロリットル）

２．１倍
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第一次
石油危機

第二次
石油危機

湾岸戦争

運輸部門
約２４％

民生部門
約２９％

産業部門
約４７％

（原油換算百万ｋｌ）

エネルギー消費の伸びエネルギー消費の伸び
（（19731973～～20022002年度）年度）
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部門別最終エネルギー消費量の推移(1990年度～）

年度

（出典）エネルギー・経済統計要覧２００５
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1970年度以降の部門別最終エネルギー消費構成推移

○全体としてエネルギー源の多様化は進展しているものの、運輸部門においては引

気続き石油製品に大きく依存。

産業部門最終エネルギー消費構成推移

0
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100

150

200

250

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000

原
油

換
算

百
万

kl その他

電力

ガス

石炭

石油

① 産業部門

○石油製品については、オイルショック後の1980年代から増加傾向

○石油製品の内訳は右図を参照
○1980年代以降の石油製品の主たる増加要因はナフサ（主に原料利用）

※本分析は、データの連続性を確保する観点から、平成13年度版総合エネルギー統計のデータを使用。

家庭部門最終エネルギー消費構成推移
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業務部門最終エネルギー消費構成推移
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② 業務部門

○輸送需要の増加に伴いガソリン・軽油とも伸びが大きい

○ただし、軽油は近年減少に転じている

③ 家庭部門 運輸部門最終エネルギー消費構成推移
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④ 運輸部門

○輸送需要の増加に伴いガソリン・軽油とも伸びが大きい

○ただし、軽油は近年減少に転じている
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国内における石油製品の供給推移

○重油の供給割合は大幅に低下する一方でモータリゼーションの進展に伴い、ガソリ

ンと軽油の供給量が大幅に増大。

１７％ 石油化学原料等１６％１４％１３％１１％１１％１２％１２％ナフサ

１４％ 自動車燃料等１５％１６％１４％１２％９％６％６％軽油

２５％ 石油火力燃料等２５％２６％３０％３３％４４％４８％５６％重油

９％ アスファルト等９％８％８％９％７％５％５％その他

２％ 石油火力燃料等３％７％９％７％７％９％５％原油

２０％ 自動車燃料等１９％１６％１５％１５％１３％１０％９％ガソリン

２％ 航空機燃料２％１％１％１％１％１％０％
ジェット
燃料

１１％ 暖房燃料等１１％１０％１０％１２％９％８％７％灯油

2003 主な用途2000199519901985198019751970年度

種類

※四捨五入の関係で縦の合計は１００％に一致しない場合がある

※本分析では、データの連続性を確保する観点から、平成13年度版総合エネルギー統計のデータを使用。なお、2001年度以
降については日本エネルギー経済研究所推計データを基に、資源エネルギー庁にて作成。
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２０３０年に向けた最終エネルギー消費

○ 省エネ技術の実用化・普及による省エネポテンシャルは極めて大きい。

全ての省エネ効果を合わせると原油換算で約5千万kl程度に相当する。

392

377

432

425

344

413

300

320

340

360

380

400

420

440

1990 2000 2010 2020 2030

年度

原
油

換
算

百
万

kl

伸び率(00→30年)
ﾚﾌｧﾚﾝｽ　　 ：＋0.1％
省エネ進展 ：－0.3％

ピーク
ﾚﾌｧﾚﾝｽ　：2021年
省エネ進展　：なし

省エネ進展ケース

新技術分

従来技術分

［試算結果］

自然体 自然体

＜従来技術＞

・産業分野

高性能工業炉・ボイラー

・民生分野

高効率給湯器

省エネ性能向上

（住宅・建築物）
高効率照明（LED）

ＩＴを活用した省エネシステム

（ＢＥＭＳ、ＨＥＭＳ）

・運輸分野

クリーンエネルギー自動車

＜新技術＞
・産業分野/民生分野

家電製品、パソコンなど広範

囲の機器やシステムに適用

される省エネ関連の基盤技術

（パワー・エレクトロニクス、
LSI関連技術等）

・運輸分野

自動車軽量化技術
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２０３０年に向けたＣＯ２排出量

○ 省エネの進展によって、約50Mt-C相当ＣＯ２排出量が削減される可能性がある。
○ 経済成長が比較的高めで推移し、原子力の立地が進展しない場合においても、

ＣＯ２排出量は1990年レベルを下回る可能性がある。
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年度
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t-
C

+0.1％ +0.1％ -0.4％+1.0％+1.9％

 上段：レファレンスケース

 中段：省エネ進展＋高成長＋原子力Lowケース

 下段：省エネ進展ケース

［試算結果］

＜注＞
○上段：「自然体」ケース
○下段：省エネ進展ケース
・原子力立地については、
2010年度までに３基が運開、
2030年度までに更に6基程度
運開し計９基。

・経済成長率は、2020～2030
にかけて実質で年平均1.2%の
見込み。

○中段：省エネ進展
＋高成長
＋原子力lowケース

・原子力立地については、
2010年度までに4基が運開、
2030年度までに更に３基程度
運開し計７基。

・経済成長率は、2020～2030
にかけて実質で年平均1.6%の
見込み。

上段：「自然体」ケース
中段：省エネ進展＋高成長＋原子力Lowケース

下段：省エネ進展ケース
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温暖化大綱目標年（２０１０年）の最終エネルギー消費

最終エネルギー消費

○ 現行対策推進ケースにおけるエネルギー需要は、産業部門においては、京都議定書の
基準年である1990年度に比して10％の増加にとどまる一方、家庭部門、業務部門、運輸
部門においては、各々34％、39％、20％と大きく増加する見通し。

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

最終消費計 344 100% 413 100% 420 100% 410 100% 399 100%

産  業 172 50% 195 47% 190 45% 189 46% 188 47%

民  生 89 26% 117 28% 126 30% 121 30% 114 29%

家  庭 43 12% 55 13% 59 14% 57 14% 53 13%

業  務 46 13% 63 15% 66 16% 64 16% 61 15%

運  輸 83 24% 101 24% 105 25% 99 24% 97 24%

追加対策

（原油換算百万kl）

現行対策

2010年度1990年度 2000年度

レファレンス
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２０１０年のエネルギー起源ＣＯ２排出量

エネルギー起源ＣＯ２排出量

○ 2010年度におけるエネルギー起源CO2排出量は、自然体で見通した「レファレンスケー
ス」では1,181百万t-CO2、現行対策の推進により期待される効果を織り込んだ「現行対
策推進ケース」では1,115百万t-CO2の見通し。

○ 現行対策推進ケースでは、1990年度の排出量（1,048百万t-CO2）と比較して67百万t-
CO2増加する見込みであり、排出抑制のためには更なる追加対策が必要。

（百万t-CO2）

1990年度

対90年度
伸び率

対90年度
伸び率

対90年度
伸び率

対90年度
伸び率

 CO2排出量合計 1,048 1,161 + 10.7% 1,181 + 12.7% 1,115 + 6.4% 1,056 + 0.8%

 対90年度増減 - 113 - 133 - 67 - 8 -

 産　業 476 470 ▲ 1.3% 466 ▲ 2.1% 450 ▲ 5.6% 435 ▲ 8.6%

 民　生 273 344 + 26.0% 363 + 32.8% 333 + 22.1% 302 + 10.7%

 家　庭 129 158 + 22.5% 171 + 32.2% 155 + 20.0% 137 + 6.0%

 業　務 144 186 + 29.2% 192 + 33.3% 178 + 24.0% 165 + 15.0%

 運　輸 217 264 + 21.7% 275 + 26.6% 259 + 19.3% 250 + 15.1%

 エネルギー転換 82 83 + 0.7% 78 ▲ 5.7% 73 ▲ 11.8% 69 ▲ 16.4%

 対基準年総排出量 - + 0.6%+ 5.4%+ 10.7%+ 9.1%

レファレンス 現行対策推進 追加対策

2000年度 2010年度

※京都議定書目標達成計画におけるエネルギー起源ＣＯ２排出量見通しも、以上の数値を前提に作成。
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我が国の購買力の変遷（石油、天然ガス、石炭の需要シェア推移）

○我が国のエネルギー消費の世界市場に占める割合は今後徐々に低下する見込み。

1985 2002 2030※（LNGは2020)
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（出典）IEA OMR 2005.6, IEA WEO2004, IEA COAL INFORMATION 2004, CEDIGAZ
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我が国の燃料調達先の変遷（石油、ＬＮＧ、石炭の調達先推移）

○ＬＮＧや石炭は調達先が多様化しつつある一方で原油の中東依存度は高まってきている。

原油 LNG
万BD 万ﾄﾝ 万ﾄﾝ
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原油の主な調達先の推移 LNGの主な調達先の推移 石炭の主な調達先の推移
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（出典） 日本：エネルギー生産・需給統計年報（1975,1985,1995)、
鉱業労働災害防止協会資料(2003)

日本以外：通関統計

（出典：貿易統計）（出典：資源・エネルギー統計）
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日本のLNG既存長期契約量の推移

•2009年以降、比較的規模の大きい日本向けＬＮＧの既存長期契約が更新時期を迎える。

•この時期までにアジア太平洋市場を中心にＬＮＧ調達市場がどのような環境にあるかが
鍵。

•2009年以降、比較的規模の大きい日本向けＬＮＧの既存長期契約が更新時期を迎える。

•この時期までにアジア太平洋市場を中心にＬＮＧ調達市場がどのような環境にあるかが
鍵。

0

10

20

30

40

50

60

70

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

百万トン

ｵﾏｰﾝ

ｶﾀｰﾙ

豪州

ﾏﾚｰｼｱ

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

ｱﾌﾞﾀﾞﾋﾞ
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（資源エネルギー庁作成）

需要見通し

既存契約分

注１：2005年以降の新規契約及び契約更新する数量は含まない。
注２：スポット調達数量は含まない。
注３：需給見通しは「２０３０年のエネルギー需給展望」（平成１７年３月）より
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４． 現在のエネルギー政策



42

エネルギー需給見通しを踏まえた４つの戦略

１． アジアのエネルギー需要増加をにらんだ国際エネ
ルギー戦略の確立

２． 国民や産業界の省エネルギー・環境対応努力の
好循環の実現

３． エネルギー供給の分散と多様化による変化への
対応力強化

４． 柔軟で強靱なエネルギー供給システムの実現
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１．アジアのエネルギー需要増加をにらんだ
国際エネルギー戦略の確立

(1)戦略的地域における石油・天然ガスの自主開発の推進、供給源
の多様化等の総合的な上流政策の展開

(2) アジア諸国における石油備蓄制度の導入・強化

(3) アジア太平洋地域における原油・石油製品・天然ガス市場の整
備と機能強化

(4) 省エネ・環境対策等に向けたアジアでの取組の強化
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総合的な上流政策の展開

石油・天然ガス資源開発の推進

戦略的地域における自主開発の推進と供給源の多様化、我が国における権益の保全等の総合的
な上流開発政策を、資源機構による地質構造調査やリスクマネー供給（出資、債務保証）等を通じ、
石油・天然ガスを巡る状況の進展を踏まえ機動的に推進。

併せて、我が国周辺海域における権益の確保を図るため、対応に万全を期す。

産油・産ガス国との関係強化

産油・産ガス国における、国内石油産業の活性化、生産量の維持・拡大、最新技術の導入促進等
の観点から、近年の鉱区解放・外資導入の動きに対応し、産油・産ガス国との関係強化に資するべく、
技術協力・人材交流・投資促進・インフラ整備などの要請に応えるための幅広い分野において協力を
推進。

天然ガス利用拡大の推進

原油に比べて地理的に分散して賦存し、二酸化炭素の排出割合が低い天然ガスはエネルギーの
安定供給のみならず地球温暖化等の環境面で利点を有する。

このため、新たな利用技術として天然ガス起源燃料であるGTL（ガス・ツー・リキッド）、DME（ジ・メチ

ル・エーテル）の開発を推進。
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Povo

大慶

太平洋パイプライン

ペレボズナヤ

【昨年１２月３１日付ロシア政府決定の概要】
○タイシェット－スコボロジノ－ペレボズナヤ湾（ナホトカ近郊）を

結ぶ石油パイプラインの設計・建設に関する提案を採択。
（輸送能力年間8000万トン。中国向け支線への言及なし。）

○本年５月１日までに、どのような段階を踏んでパイプラインを建
設するかを決定するとともに、経済効率を高めるための案を作
成。

○東シベリア・極東地域での石油資源地質調査・開発プログラム
を作成。

○パイプラインの段階的建設に対応し、鉄道輸送につき措置。

【４月２６日付産業エネルギー省命令の概要】
○第一段階で、タイシェット－スコボロジノまでの年間3000万トン

のパイプラインを建設する。その通油量確保のため、西シベリ
アからタイシェットまでの通油能力拡大を確保する。同時に、ペ
レボズナヤ湾（ナホトカ近郊）の石油積出港整備を行う。

○第二段階で、スコボロジノまでの通油能力を8000万トンまで拡
大しつつ、スコボロジノからペレボズナヤまでの年間5000万ト
ンの通油能力を持つパイプライン建設を行う。当該段階は、東
シベリア探鉱開発プログラムに従って行われる。

【本プロジェクトのエネルギー政策上の戦略的意義】
（i）我が国に原油が持ち込まれた場合、原油中東依存度を、大幅

に引き下げることが出来る。
（ii）東シベリアの開発に大きく資する一方、我が国企業のシベリア

における石油・天然ガス開発への参加実現に資する。

【ロシア側にとっての意義】
（i）ロシア原油を、自国のみを通過する直接的アクセスルートに

よって東アジア・太平洋市場に広く供給することが可能。
（ii）東シベリア開発の起爆剤となる。

タイシェット

東シベリアパイプライン構想の概要

（太平洋パイプライン）

スコボロジノ
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東シナ海における資源開発東シナ海における資源開発

○春暁油・ガス田等の概要
（2003年8月に、春暁鉱区を含む5鉱区について探鉱開発契約締結）

①プロジェクト参加者
中国海洋石油公司（CNOOC）、中国石油化工集団公司(Sinopec)、
ロイヤルダッチシェル（Royal Dutch Shell）及びユノカル(Unocal)

（シェル及びユノカルは2004年9月29日に契約を継続しない旨発表）

②操業予定等
・2007年～2008年に、年産25億立方メートルが目標。

※１：春暁油・ガス田等については、その一部が日本の排他的経済水域にはみ出
している可能性があり、中国側に情報提供及び開発作業の中止を求めてきて
いるところ。

※２：その他にも中国が我が国排他的経済水域内で鉱区を設定している可能性が
あり、中国側に事実確認と事実である場合の当該鉱区の削除を求めている。

○平湖油・ガス田の概要
（1998年原油生産開始。1999年ガス供給開始。）

①プロジェクト参加者：上海石油天然気公司
中国海洋石油公司（CNOOC）、中国石油化工集団公司(Sinopec)、及び上海市

②生産量
・石油は日産約0.8万バレル（2003年）。
・天然ガスは日産約130万立方メートル（2003年）。

○物理探査の実施
・データ収集作業は、2004年7月に開始。本年2月及び４月に中間的結果を得ており、
中国が鉱区を設定している春暁油ガス田、断橋ガス田について、構造が中間線日本側
に連続していること等が確認されている。その旨を中国に申し入れるとともに、改めて
情報提供及び開発作業の中止を要求。

○日中実務者協議（2004年10月及び2005年5月）
・これまでの中国側の対応を踏まえ、2回目の協議においても日本側より改めて関連情報
の提供と開発活動の中止を強く求めたが、中国側の同意は得られなかった。また、2回目
の協議では共同開発について中国側より原則的考え方についての提案がなされ、我が
方より問題点を指摘した。

○試掘権設定
・2005年4月、試掘権設定の出願のための処理手続きを開始。
・2005年7月14日、日中中間線の東側で帝国石油から特に試掘権設定の希望のあった
区域について、試掘権設定を許可。

２．日本の対応

１．中国側の状況 東シナ海概念図

46
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中流における我が国の技術的優位性
（石油精製技術）

○我が国のダウンストリームにおける技術的優位を生かし、上流政策における競争力の
強化を図る。

精製工程技術精製工程技術

精製工程を革新するには、多額の資金、時間を要するため我が国企業だけでは困難。

一方で、既存プロセスの改良技術については、我が国は世界的にも高水準。

石油プラント建設は海外メーカーと比べても対等。

（サウジプロジェクト図１における※１ＨＣ－ＦＣＣ等）

触媒技術触媒技術

脱硫技術について、世界でも非常に高レベルな技術を有している（※２超深度脱硫触媒等）。

※現在の石油精製業の技術は、大きく分けて①精製工程技術（プロセス技術）、②触媒技術、③運転
管理技術に分類。

※一概には言えないものの、それぞれの分野において強みを持つ技術は存在するところ。

※１ 付加価値の高いオレフィン類と高オクタン価ガソリンの収率向
上を可能にする最先端の石油精製技術。

※２ 既存設備（投資無し）で低硫黄軽油の生産を可能とする新規脱硫触媒を開発。これ
により、2007年以降の硫黄分規制値10ppmが達成可能。

＜図１＞

運転管理技術運転管理技術

我が国製油所の厳しい環境基準・安全基準を背景に、日本の環境対策・運転管理技術は世界でも高レベル。

中東諸国を中心に、世界各国から専門家派遣要請※３もあるところ。

その他その他

省エネ技術（例えば熱回収技術）など、運転ノウハウに係る技術は世界でもトップクラスのものあり。

※３ 各石油企業で個別に実施している専門家派遣については、中東を中心
とする世界各国に４，１００名を超えている。
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平沼イニシアティブ平沼イニシアティブ（平成１４年９月２２日、ＡＳＥＡＮ＋３エネルギー非公式大臣会合 於．大阪）

ＡＳＥＡＮ＋３エネルギー協力のキックオフであり、５つの分野に関する協力につい
て合意
①緊急時ネットワーク②石油備蓄推進、③アジアの石油市場に関するスタディ、
④天然ガス開発促進、⑤省エネ新エネ促進

政策課題別フォーラムの設置政策課題別フォーラムの設置
政策別の５つのフォーラム（①エネルギーセキュリティ、②天然ガス、③石油市場、④石油備蓄、
⑤再生可能エネルギー）を設置。官民による議論をスタート。

第１回ＡＳＥＡＮ＋３エネルギー大臣会合第１回ＡＳＥＡＮ＋３エネルギー大臣会合（平成１６年６月９日、 於．マニラ）

「ＡＳＥＡＮ＋３エネルギーパートナーシップ」の構築に向けてエネルギーセキュリティ及び持続可
能性が共通目標として共有され、以下の５分野の今後の協力に関する共同文書を発出。
－①石油備蓄、②石油市場、③天然ガス、④再生可能エネルギー、⑤エネルギーセキュリティ

第９回国際エネルギーフォーラム第９回国際エネルギーフォーラム
（平成１６年５月２２～２４日 於．アムステルダム）

アジア地域のエネルギー協力及びアジアと
中東との対話の強化等について議論

第１回アジア石油ガス産消国ラウンドテーブル会合第１回アジア石油ガス産消国ラウンドテーブル会合
（平成１７年１月６日 於．ニューデリー）

アジア地域の生産国及び消費国が参加し、相互依存関
係深化、投資拡大等を図ることの重要性について議論。

第８回国際エネルギーフォーラム第８回国際エネルギーフォーラム
（平成１４年９月２１～２３日 於．大阪）

将来的な石油需要増を踏まえ、短長期的
にアジアのエネルギーセキュリティは、世
界経済の重要課題であるとの認識を共有

第２回ＡＳＥＡＮ＋３エネルギー大臣会合第２回ＡＳＥＡＮ＋３エネルギー大臣会合（平成１７年７月１３日、於．シェムリアップ）

アジア協力の経緯
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２．国民や産業界の
省エネルギー・環境対応努力の好循環の実現

（１）省エネルギーに関する法的枠組みの抜本的強化

（２）技術革新及びその成果の普及（トップランナー制度等）

（３）エネルギーの面的な利用の促進（地域冷暖房の推進等）

（４）物流の効率化等



省エネ法の抜本的強化

＜国土交通省とも連携し、省エネ法を抜本改正＞

【一体管理】

第１種エネルギー
管理指定工場

熱と電気を合算し規制

＜義務＞
① 中長期計画の策定
② 定期報告
③ 管理者の選任

第１種熱
管理指定工場
3,000kl以上

第１種電気
管理指定工場

1,200万kWh以上

工場・事業場 運輸

荷主・輸送事業者

＜義務＞
① 計画の策定
② 定期報告

規制なし

建築主

建築主・所有者

＜義務＞
建築物（非住宅）：新築等の

際に省エネ措置を届出

【新たに対象化】

＜義務＞
建築物（非住宅）：「大規模な

改修」の際にも省エネ措
置を届出

住宅：新たに建築物（非住宅）
と同様の義務付け

等

【拡充】

50

住宅・建築物

現
行
現
行

改
正
後

改
正
後

※エネルギー消費量が比較的小さい第２種
エネルギー管理指定工場についても熱と
電気の一体管理を求める。
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特定機器 目標年度 省エネ効果

乗用自動車（ディーゼル） 2005 15%

貨物自動車（ガソリン） 2010 13%

貨物自動車（ディーゼル） 2005 7%

エアコンディショナー（冷暖房兼用） 2004(一部2007) 63%

エアコンディショナー（冷房専用） 2007 14%

④ テレビジョン受信機 2003 16%

⑤ ビデオテープレコーダー 2003 59%

⑥ 蛍光灯器具 2005 17%

⑦ 複写機 2006 30%

⑧ 電子計算機 2005 83%

⑨ 磁気ディスク装置 2005 78%

⑩/⑪電気冷蔵庫/電気冷凍庫 2004 30%

ガソリン：23%

ＬＰガス：11%①

②

③

乗用自動車

（ガソリン及びＬＰガス） 2010

○家電・ＯＡ機器の省エネルギー基準、自動車の燃費基準について1998年に

トップランナー方式※を導入。液晶・ﾌﾟﾗｽﾞﾏＴＶ、重量車の追加等を予定。

特定機器及び省エネ効果

燃費
(km/ )

トップランナー方式
による省エネ基準

省エネ効果は省エネ効果は20002000年度比（変圧器については年度比（変圧器については9999年度比）年度比）

省エネ効果は省エネ効果は9797年度比（自動車については９５年度比、電気冷蔵庫年度比（自動車については９５年度比、電気冷蔵庫//電気冷凍庫については電気冷凍庫については9898年度比）年度比）

※※トップランナー方式トップランナー方式とはとは

自動車の燃費基準や電気製品等の省エネ基準を、それ自動車の燃費基準や電気製品等の省エネ基準を、それ
ぞれの機器において現在商品化されている製品のうちぞれの機器において現在商品化されている製品のうち

最も優れている機器の性能以上にするという考え方最も優れている機器の性能以上にするという考え方

トップランナー方式の例

トップランナー方式による機器の効率改善トップランナー方式による機器の効率改善

特定機器 目標年度 省エネ効果

⑫ ストーブ 2006 ガス:1%／石油4%

⑬ ガス調理機器 2006(一部2008)
こ んろ部 :14%

グ リル部 :27%

オ ー ブン部 :20%

⑭ ガス温水機器 2006(一部2008)
ガス 瞬間湯沸器・ガスふろがま :4%

ガ ス暖房機器（給湯器付のもの以外） :3%

ガ ス 暖房機器（給湯付のもの） :1%

⑮ 石油温水機器 2006 4%

⑯ 電気便座 2006 10%

⑰ 自動販売機 2005 34%

⑱ 変圧器 2006(一部2007) 30%
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エネルギーの面的な利用の促進（地域冷暖房等）

エネルギーの面的利用事例 ： 都市再開発 － 六本木ヒルズ地区 －

六本木ヒルズ地区の再開発に際し天然ガスによる地域冷暖房、コジェネレーション
システムを導入し、２７％のＣＯ２削減。

＊様々な施設を面的に組み合わせることでエネルギーの有効利用が可能

天然ガス ガスタービン

電力

冷房

暖房

給湯

発電

廃熱
回収

＜導入効果＞
２７％のＣＯ２削減効果
約１２，０００世帯分CO２削減

【潜在需要】 地域冷暖房の導入可能地域

⇒ 全国で１，０００ヶ所以上
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グリーン物流総合プログラムの推進
（モーダルシフト、物流の効率化）

■CO2排出量を定量的に算出す
る統一的な手法を作成
■環境保全に対する企業の取組
みを客観的に評価

↓↓↓

市場による評価を通じた市場による評価を通じたCO2CO2
排出削減の取組みの促進排出削減の取組みの促進

荷主がたやすくCO2削減効果を
算出できる指標の策定

荷主と物流事業者が協力して対策実施
～「パートナーシップ会議」の開催～

◆荷主企業の積極的な参加による裾野の拡大
◆荷主･物流事業者の協働によるCO2排出削減計画の策定
◆関係省庁の連携による支援

荷 主 物流事業者連 携

支援①

荷主側、物流事業者側

個別の取組みが中心

物流事業者の「点」の対策に加え、荷主と物流事業者のパートナーシップの取組を進め、

物流分野で ＣＯ２の排出量を１９９０年比で１５．１％増に抑制

従来

それぞれによる

荷主側、物流事業者側
それぞれによる
個別の取組みが中心

支援②

CO2排出削減計画のうち先進性の高い取組みに対し重点的･集中的な支援

■中小荷主を含めたオープン参加型でモーダルシフトを
行うプロジェクトへの支援
■３PL事業により物流システムの全体最適化を図るプロ
ジェクトへの支援
■社会資本整備との連携や先進的な梱包手法等を導入
するプロジェクトへの支援
■その他、輸送方法の転換等によりCO2排出削減を図る
プロジェクトへの支援
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３．エネルギー供給の分散と多様化による
変化への対応力強化

（１） ガス体エネルギーの開発・導入及び利用

（２） 水素社会への取組

（３） 原子力の推進

（４） 再生可能エネルギーなどの更なる導入促進 等
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(1) ガス体エネルギーの開発・導入及び利用
天然ガスシフトの推進

インフラ整備促進
•民間主体による天然ガス供給インフラ構築のた
めの環境整備

天然ガス需要拡大
•産業用ボイラー等の天然ガスへの燃料転換
•天然ガスコージェネレーションや高効率型ガス冷
房等の導入促進 等

インフラ整備促進と天然ガス需要拡大天然ガスエネルギーの特性

エネルギーセキュリティ
生産量・埋蔵量が特定地域に偏在せず、
エネルギー供給の安定確保に資する。

環境適合性
大気汚染物質や二酸化炭素の発生量
が少なくクリーン。

六本木ヒルズエネルギー供給事業イメージ図

大規模な地域エネルギー供給事業の例

天然ガス需要拡大事例（産業用・事業用、コジェネ等）

ガスエンジン式のコージェネレーション

出典：
大阪ガス
（株）ＨＰより

産業用天然ガスボイラー

（石炭等からの燃料転換）

出典：東邦ガス（株）ＨＰより
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本格普及段階

2030年
約1,500万台
約1,250万kW

2030

民間中心での
自律拡大

企
業
の
取
組
み

導
入
・普
及
に
向
け
た
施
策
と
の
連
携

普及促進等
[一般民間部門へ拡大］

民間主導の供給
体制の確立

実証試験 (2002～05)
[燃料電池自動車公道走行試験、
水素供給ステーション実証、
住宅用・業務用燃料電池実証等]

ソフト面
(制度面)
でのイン
フラ整備

自動車燃
料供給体
制の整備

規制の再点検の実施

基準・規格の策定と国際標準化
(ミレニアムプロジェクトの活用)

導入支援
[公的機関、関連企業等
による率先導入]

燃料供給体制の
段階的整備

期待される導入規模
燃料電池自動車
定置用燃料電池

2005年頃までの開発競争が
将来の競争優位を決する。

2010年
約5万台

約220万kW

2020年
約500万台

約1,000万kW

実用化・
普及促進

研
究
開
発
・

技
術
開
発

2005 2010

市場の本格的拡導入の加速化

(参考) 燃料電池関連予算 2005年度 354億円 (2004年度 329億円)

(2) 水素社会への取組
燃料電池自動車、定置用燃料電池の導入シナリオ

2020

大

2002

基盤整備・技術実証段階 導入段階 普及段階

燃料電池自動車、
定置用燃料電池の
限定的な市販開始

トヨタ、ホンダ 2002年12月→政府率先導入
日産 2004年3月
ＤＣ バス2003年3月～、乗用車2003年
ＧＭ、フォード 2004年

燃料電池の技術開発
水素の製造・輸送・貯蔵技術の開発

一層の性能向上・低コスト化を図る
共通的要素技術開発
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(3) 原子力の推進
安全確保を大前提に原子力発電を基幹電源として推進

○安全確保を大前提として、国民の理解を得つつ、今後とも供給安定性と地球温暖化対

策に資する原子力発電を基幹電源と位置付けて推進。

LNG
27%

石炭
22%

石油等
10%

水力
9%

原子力
31%

地熱
0.4%

新エネルギー
0.4%

2002年度
発電電力量
9,447億kWh

出典：電源開発の概要

商用原子力発電所位置図
（平成17年3月末現在）

現在稼働中： 53基
現在建設中： 3基

原電
東海 （運転終了）
東海第二（運転中）

原電
東海 （運転終了）
東海第二（運転中）

東京
福島第二１～４号 （運転中）

東京
福島第二１～４号 （運転中）

東京
福島第一 １～６号（運転中）
７・８号（環境アセス終了）

東京
福島第一 １～６号（運転中）
７・８号（環境アセス終了）

電源
大間（建設準備中）

敦賀、美浜、大飯、高浜

中部
浜岡１～５号（運転中）

中国
島根１・２号（運転中）
３号（建設準備中）

中国
島根１・２号（運転中）
３号（建設準備中）

中国
上関１・２号（建設準備中）

中国
上関１・２号（建設準備中）

北海道
泊１・２号（運転中）
３号（建設中）

東北
東通１号 (建設中 )
東通２号 (立地調査）

東京
東通１・２号
(１次公ヒア終了 )

北陸
志賀１号（運転中）
２号（建設中）

北陸
志賀１号（運転中）
２号（建設中）

東北
女川１～３号（運転中）

東北
女川１～３号（運転中）

東北
浪江・小高（立地調査）

東北
浪江・小高（立地調査）

四国
伊方１～３号（運転中）

四国
伊方１～３号（運転中）

九州
川内１・２号（運転中）

九州
玄海１～４号（運転中）

九州
玄海１～４号（運転中）

東京
柏崎刈羽１～７号（運転中）

東京
柏崎刈羽１～７号（運転中）

敦賀１・２号（運転中）
３・４号（建設準備中）

美浜１～３号（運転中）

大飯１～４号（運転中）

高浜１～４号（運転中）

敦賀１・２号（運転中）
３・４号（建設準備中）

美浜１～３号（運転中）

大飯１～４号（運転中）

高浜１～４号（運転中）

原電

関西

福井県の原子力発電所

○安全確保を大前提として、国民の理解を得つつ、今後とも供給安定性と地球温暖化対

策に資する原子力発電を基幹電源と位置付けて推進。

注） 建設準備中とは、原子炉
設置許可の申請段階から
工事計画の認可を受ける
までの期間をいう
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○原子力発電所の停止の影響により、ＣＯ２排出量は2002年度2,800万ｔ、2003
年度6,000万ｔ増加（京都議定書基準年総排出量比で2.3％、4.9%に相当）。

○日本の温室効果ガス排出量（2002年度は基準年比＋7.6％増、2003年度は基準
年比＋8.3％増）のうち、原子力長期運転停止による影響は2002年度は＋2.3％
増、2003年度は＋4.9％増と試算され、これを控除した場合の排出量は2002年
度は基準年比＋5.3％増、2003年度は基準年比＋3.4％増に止まる。

○原子力発電所の停止の影響により、ＣＯ２排出量は2002年度2,800万ｔ、2003
年度6,000万ｔ増加（京都議定書基準年総排出量比で2.3％、4.9%に相当）。

○日本の温室効果ガス排出量（2002年度は基準年比＋7.6％増、2003年度は基準
年比＋8.3％増）のうち、原子力長期運転停止による影響は2002年度は＋2.3％
増、2003年度は＋4.9％増と試算され、これを控除した場合の排出量は2002年
度は基準年比＋5.3％増、2003年度は基準年比＋3.4％増に止まる。

原子力発電がＣＯ２排出量に与える影響

1,276Mt-CO2
＜＋3.1%＞

1,339（※）

＜＋8.3%＞

温室効果ガス排出量

＜基準年比＞

303Mt-CO2
６千万t-CO2削減

363ＣＯ２排出量

3,380億kWh
（980億kWh増加）

2,400発電量（原子力）

＜当初計画＞＜実績値＞

原子力発電所運転停止の影響の試算
（２００３年度分、電気事業連合会試算）

±0%

▲6%

+5.3%

+3.4%

2.3%

+ 8.3%+ 7.6%
原発の長期停止

の影響分

+ 5.4% 4.9%

（※）2003年度温室効果ガス排出量（平成17年5月26日 環境省発表）
2001年度 2002年度 2003年度
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核燃料サイクルについて

核燃料サイクルは、原子力発電所から出る使用済燃料を再処理し、有用資源を回収して再び燃料として利
用するものであり、供給安定性等に優れているという原子力発電の特性を一層改善供給安定性等に優れているという原子力発電の特性を一層改善するものである。このた
め、我が国としては核燃料サイクル政策を推進することを国の基本的考え方推進することを国の基本的考え方としている。

「エネルギー基本計画」（平成１５年１０月閣議決定）

再処理工場

ＭＯＸ燃料工場中間貯蔵施設

ウラン燃料

使用済燃料

ＭＯＸ燃料

原子力発電所
（軽水炉）

使用済燃料

高
速
増
殖
炉
使
用
済
燃
料

使
用
済
燃
料

原子力発電所
（高速増殖炉）

高速増殖炉用
再処理工場

ウラン・プルトニウ
ム混合燃料

ウラン・
プルトニウム ウラン・

プルトニウム

軽水炉サイクル軽水炉サイクル

高速増殖炉用
燃料工場

高レベル放射性廃棄物最終処分施設

プルサーマル

高速増殖炉サイクル高速増殖炉サイクル

再処理工場

ＭＯＸ燃料工場中間貯蔵施設

ウラン燃料

使用済燃料

ＭＯＸ燃料

原子力発電所
（軽水炉）

使用済燃料

高
速
増
殖
炉
使
用
済
燃
料

使
用
済
燃
料

原子力発電所
（高速増殖炉）

高速増殖炉用
再処理工場

ウラン・プルトニウ
ム混合燃料

ウラン・
プルトニウム ウラン・

プルトニウム

軽水炉サイクル軽水炉サイクル

高速増殖炉用
燃料工場

高レベル放射性廃棄物最終処分施設

プルサーマル

高速増殖炉サイクル高速増殖炉サイクル
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ウラン価格の上昇

核燃料の原料となる天然ウランの価格は、最近、上昇傾向にある核燃料の原料となる天然ウランの価格は、最近、上昇傾向にある

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

昭和47年 昭和50年 昭和53年 昭和56年昭和59年 昭和62年 平成2年 平成5年 平成8年 平成11年平成14年 平成17年

年

ウ
ラ

ン
価

格
　

[米
ド

ル
／

ポ
ン

ド
Ｕ

３
Ｏ

８
]

スリーマイル事故
（昭和５４年３月）

第１次オイルショック
（昭和４８年１０月）

７．１米ドル／ポンドＵ３Ｏ８

（平成１２年１１月～１２月

２９米ドル／ポンドＵ３Ｏ８

（平成１７年６月末）

ウラン価格上昇の背景として考えら
れている要因

１．ウラン鉱山の不調１．ウラン鉱山の不調
（１）オリムピック鉱山（オーストラリ

ア）の火災（２００１年１０月）
※生産量 2001年 ３６９３トン

2002年 ２４３２トン
2003年 ２６９３トン

（２）マッカーサーリバー鉱山（カナ
ダ）の出水（２００３年４月）

※生産量 2001年 ６６３９トン
2002年 ７０８２トン
2003年 ５７５１トン

２．核兵器解体から生じるもの及び２．核兵器解体から生じるもの及び
民間民間在庫等の減少在庫等の減少

３．今後の中国等の需要増大３．今後の中国等の需要増大

（出典）The Ux Consulting Company, LLC のスポット価格
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海外における原子力発電の動向
近年諸外国においても、地球環境問題やエネルギー安定供給等の観点から、原子力発電の
位置付けを見直す動きが出てきている。

既存の原子力発電所の定期検査のサイクルの長期化、出力増
強等により、発電電力量を増大（２００３年までの１０年間で１００
万ｋＷ級の原子力発電所２２基分※）。

また、原子力２０１０プログラムにより、２０１０年を目途に新たな
原子力発電所の発注を目指して官民一体で推進。さらに、再処
理や高速増殖炉を含む先進燃料サイクルイニシアティブなどの
研究開発に着手。

※（出典）米国エネルギー情報局ＨＰより。ここでの原子力発電
所は、我が国の実情を考慮して設備利用率８０％のものを想定。

オンタリオ州では、環境保護のために石炭火力発電所全廃を
打ち出したこともあり、順次原子力発電所の再開を承認。

２００３年に発表されたエネルギー白書においては、原子力発電
所の新規建設に関する具体的な計画は盛り込まれなかったが、
ＣＯ２排出削減の目標を達成するために、将来原発の新設を必
要とする可能性は排除されなかった。

フランス電力会社（ＥＤＦ）は、２００４年１０月、ＥＰＲ（欧州加圧水
型原子炉）と呼ばれる新型炉の初号機（実証炉）をフラマンヴィ
ルサイトに建設することを決定した。ＥＤＦは、初号機を約８年間
運転した後、標準モデルとして導入する方針。

フランス

ドイツ

カナダ

米国 イタリア
第２次世界大戦後比較的早期に原子力開発に着手したが、１９８６年
のチェルノブイリ原子力発電所事故により反原子力の気運が高まり、
翌１９８７年の国民投票の結果を受け、以後原子力発電所は全て閉
鎖された。

イギリス

２００２年に原子力の段階的廃止を決定。具体的には、原子力
発電所の平均運転期間を３２年間とし、その後は廃止すること
とされた。他方、このような連邦政府の脱原子力政策について
は、野党のキリスト教民主連盟のメルケル党首やバイエルン州
のシュトイバー首相などが批判を続けている。

ロシア
１９８６年のチェルノブイリ原子力発電所事故以降、２００１年に初め
て新たな原子力発電所が運転開始。総発電電力量に占める原子力
発電の割合を、今後２０２０年には約２３％にまで引き上げる予定。

フィンランド
チェルノブイリ事故以後の新規原子力発電に否定的だった立場を切
り替え、５基目の原子炉建設を議会承認。２００９年運転開始予定
（炉型はＥＰＲ）。ロシアからの電力の輸入依存度を低くすることを目
指す。

スウェーデン
２０１０年が原子力発電所を撤廃する期限となっていたが、代替電
源の見通しが立たないために廃止期限を撤回。現在１１基が運転中
（計９８３万ｋＷ）。バーセベック２号機については、２００５年５月まで
に閉鎖予定（１号機は既に閉鎖）。

アジア（中国・インド）
アジアでは、中国やインドにおいて、今後のエネルギー需要の高ま
りから、数多くの新規原子力発電所建設が予定されている。
特に中国においては、今年だけでも新設４基、増設４基の計８基の
建設計画が明らかにされており、今後２０２０年までには原子力発電
容量を現在の約９００万ｋＷ（建設中２基含む）から、約３，６００万ｋ
Ｗにまで引き上げる予定。
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(4) 再生可能エネルギーなどの更なる導入促進
新エネルギー導入実績と導入目標

「２０３０年のエネルギー需給展望」（平成１７年総合資源エネルギー調査会需給部会）において、「新エネルギー導入目標」を原
油換算で１９１０万kl（一次エネルギー総供給に占める割合は３％程度）と設定。（ただし、目標の内訳は目安であって一応の目
途）

（単位：原油換算（万ｋｌ）
設備容量（万ｋＷ）

２００２年度 ２０１０年度目標

太陽光発電 １５．６万ｋｌ
（６３．７万ｋＷ）

１１８万ｋｌ
（４８２万ｋＷ）

風力発電 １８．９万ｋｌ
（４６．３万ｋＷ）

１３４万ｋｌ
（３００万ｋＷ）

廃棄物発電＋
バイオマス発電

１７４．６万ｋｌ
（１６１．８万ｋＷ）

５８６万ｋｌ
（４５０万ｋＷ）

太陽熱利用 ７４万ｋｌ ９０万ｋｌ

廃棄物熱利用 １６４万ｋｌ １８６万ｋｌ

バイオマス熱利用 － ３０８万ｋｌ

未利用エネルギー ４．６万ｋｌ ５万ｋｌ

黒液・廃材等 ４７１万ｋｌ ４８３万ｋｌ

９２３万ｋｌ
（１．６％）

１，９１０万ｋｌ
（３％程度）

熱
利
用
分
野

合計
（対１次エネルギー供給比）

発
電
分
野

※発電分野及び熱利用分野の各内訳は、目標達成にあたっての目安である。
※１輸送用燃料におけるバイオマス由来燃料（５０万ｋｌ）を含む。
※２未利用ｴﾈﾙｷﾞｰには雪氷冷熱を含む。
※３黒液・廃材等はバイオマスの１つであり、発電として利用される分を一部含む。
黒液・廃材等の導入量は、エネルギーモデルにおける紙パの生産水準に依存するため、モデルで内生的に試算する。
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一次エネルギー供給における再生可能エネルギーシェアの一次エネルギー供給における再生可能エネルギーシェアの
各国比較各国比較

実績

2001 2010 2020 2030

日本 4.6% 7%程度 － 約10%

アメリカ 5.3% 6.4% 6.3% －

イギリス 1.3% 5.4% 7.7%～8.7% －

ドイツ 2.1% 4.2% - －

オーストラリア 4.7% 6.4% 5.4% －

カナダ 15.8% 16.6% 15.4% －

ブラジル 38.5% 33.5% 30.8% 27.4%

日本については、今回の2010年及び2030年エネルギー需給見通しより。
アメリカについてはＤＯＥ作成の見通しを抜粋。
カナダ、ブラジルについては、ＩＥＡの報告書より見通しを抜粋。
それ以外の国については各国政府作成の目標値または見通しを抜粋。

注１： カナダの再生可能エネルギーの比率のうち、2001年実績では水力が７．５％を占めている。
また、2010年以降についても６％強を占めるとされている。

注２： ブラジルの再生可能エネルギーの比率のうち、2001年実績では水力が１４．５％、木材直接
利用が１２％を占めている。
また、2010年以降は一次エネルギーの増加に併せて水力は増加するものの、バイオマスは
ほぼ横ばいとなるとされている。

国

目標・見通し
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世界の約半分の導入量を誇る太陽光発電

■太陽光発電の導入量は、平成5年度から平成15度末までの10年間で約36倍に拡大（2．4万ｋＷ→86万ｋＷ）

■住宅向けシステムの価格は、同10年間で1／5以下に低減。（370万円／kW→69万円／ｋＷ）

海外諸国の太陽光発電の導入状況
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注２ ＩＥＡ ＰＶＰＳ参加国：オーストラリア、オーストリア、カナダ、スイス、デンマーク、ドイツ、スペイン、フィンランド、フランス、英国、イスラエル、

イタリア、日本、韓国、メキシコ、オランダ、ノルウェー、ポルトガル、スウェーデン、米国
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出典：メーカーヒアリング等により経済産業省にて試算
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普及事業モニター事業

我が国の太陽光発電の導入量とシステム価格、発電コストの推移
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風力発電について

風力発電の導入量は、平成１１年度から平成１５年度までの４年間で約１１倍に拡大（８．３
万ｋＷ→９２．７万ｋＷ）

海外諸国の風力発電の導入状況 我が国の風力発電の導入量の推移
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注１ 出典：Windpower Monthly (2004年末時点）
注２ 日本は2004年度末時点の数値（NEDO調べ） 〔MW=1,000kW〕

20032003年度末年度末
67.867.8〔〔万ｋＷ万ｋＷ〕〕 735735基基

20022002年度末年度末
46.346.3〔〔万ｋＷ万ｋＷ〕〕 572572基基

20012001年度末年度末
31.131.1〔〔万ｋＷ万ｋＷ〕〕 427427基基

20002000年度末年度末
14.114.1〔〔万ｋＷ万ｋＷ〕〕 244244基基

※出典：NEDO調査データ
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バイオマスエタノールの利用①

バイオマス燃料の開発・利用について、各省や地方自治体等による取組が行われている。

地方自治体等による取組（E３の取組事例）

２．山形県新庄市（新庄市）
【農林水産省】
・ソルガム（こうりゃん）からの燃料用
エタノール製造とＥ３実証。

３．大阪府堺市（大成建設、丸紅、大阪府）

【環境省】
・建築廃材からの燃料用エタノール製造とＥ３
実証。

４．岡山県久世町（三井造船）
【経済産業省】
・製材所端材からの燃料用エタノール
製造実証。

 

５．沖縄県宮古島（りゅうせき）
【環境省】
・サトウキビ（糖蜜）からの燃料用エタノール
製造とＥ３実証。

６．沖縄県伊江島（アサヒビール）
【環境省等】
・サトウキビ（糖蜜）からの燃料用エタノー ル

製造とＥ３実証。

１．北海道十勝地区（（財）十勝振興機
構等） 【経済産業省、環境省等】
・規格外小麦、ﾄｳﾓﾛｺｼ等からの燃料
用ｴﾀﾉｰﾙ製造とＥ３実証。
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〔ＥＴＢＥとは〕

○エタノールを原料として製造されるガソリンへの添加剤の一種。

○ＥＴＢＥの原料としてバイオマスエタノールを利用した場合、京都議定書上、二酸化炭素を
排出しない再生可能エネルギーとして位置づけられることから、ＥＴＢＥのガソリンへの混合
は、運輸部門における温暖化対策として有効。

バイオマスエタノールの利用②

バイオマスエタノールを原料として製造したＥＴＢＥ（エチル・ターシャル・ブチル・エーテ
ル）をガソリンに混合して利用する可能性について検討していく。

ＥＴＢＥの利用可能性（供給安定性、経済性、安全性等）について検討。

（参考）ガソリンへの添加剤としてのＥＴＢＥの特徴

○Ｅ３と同様、既販車の改造は不要。

○エタノールをガソリンに混合する場合と異なり、蒸気圧が上昇せず、大気汚染の原因となる
燃料蒸発ガス（エバポ・エミッション）を抑えられる。

○エタノールをガソリンに混合する場合と異なり、吸水性がないことから、既存のガソリン流通
設備を使用することが可能。

○欧州でも既にフランス、スペイン、ドイツで使用されている。
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４．柔軟で強靱なエネルギー供給システムの実現

(1) 電気・ガス事業制度に係る規制改革
(2) 大規模集中型と分散型の適切な組合せによるエネルギー供給

システムの最適化
(3) 分散型エネルギーの推進や自由化の進展と環境の両立
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電力小売市場の自由化範囲の拡大に向けたスケジュール
平成12年3月～ 平成16年4月～ 平成17年4月～

（電圧Ｖ）

【契約kW】

【50kW】

【500kW】

【2,000kW】

（20,000V）

（100～200V）

（6,000V）

【高圧業務用】
ｽｰﾊﾟｰ、
中小ﾋﾞﾙ

電力量 １９％

電力量 ９％

【高圧Ｂ】
中規模工場

【高圧Ａ】

小規模工場

電力量 ９％

【特別高圧産業用】大規模工場
【特別高圧業務用】ﾃﾞﾊﾟｰﾄ、ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ

電力量 ２６％

自由化部門

【低圧】 小規模工場、コンビニ

【電灯】 家庭

電力量 ３１％

電力量 ５％

【高圧Ａ】 小規模
工場

電力量 ９％

【特別高圧産業用】大規模工場
【特別高圧業務用】ﾃﾞﾊﾟｰﾄ、ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ
【高圧Ｂ】 中規模工場
【高圧業務用（500kW以上）】

ｽｰﾊﾟｰ、中小ﾋﾞﾙ

自由化部門

電力量 ４０％

【高圧業務用】
500kw未満

電力量 １４％

【低圧】 小規模工場、コンビニ

【電灯】 家庭

電力量 ３１％

電力量 ５％

自由化部門

【特別高圧産業用】大規模工場
【特別高圧業務用】ﾃﾞﾊﾟｰﾄ、ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ
【高圧Ｂ】 中規模工場

【高圧業務用】ｽｰﾊﾟｰ、中小ﾋﾞﾙ
【高圧Ａ】 小規模工場

電力量 ６３ ％

【低圧】 小規模工場、コンビニ

電力量 ５％

【電灯】 家庭

電力量 ３１％

（注１）現在の沖縄電力の自由化の範囲は特別高圧需要家（2,000 kW、20,000V 以上）となっている。

（注２）全面自由化については、平成１７年４月以降の高圧自由化開始後需要家の選択肢の確保状況等を踏まえ、平成１９年４月以降検討を開始する
予定。その際には、エネルギー基本計画にもあるとおり、①供給信頼度の確保、②エネルギーセキュリティや環境保全等の課題との両立、③最終
保障、ユニバーサル・サービスの確保、④長期投資、長期契約のリスク、⑤実務的課題等について十分慎重に検討する。



70

電灯・電力計の料金単価は、平成５年度から平成１５年度の間において、年平均１．８％低下し、
平成５年度と平成１５年度との単純比較では、１６．６％の低下となっている。

14.00

16.00

18.00

20.00

22.00

24.00

26.00

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度

（円/ｋＷｈ）

電灯

電力

電灯・電力計

電灯料金は、主に一般家庭部門における電気料金の平均単価で、電力料金は、自由化対象需要分を含み、主に工場、オフィス等に対する電気
料金の平均単価。平均単価の算定方法は、電灯料収入、電力料収入をそれぞれ電灯、電力の販売電力量（ｋＷｈ）で除したもの。

16.3916.7217.7217.7617.7818.1619.0318.7819.2319.3819.66電灯・電力計

14.0714.3915.4615.4415.4715.9116.7716.5216.9617.1517.55電力

21.5021.8322.7923.0823.0623.3824.4924.2124.6024.8124.90電灯

１５年度１４年度１３年度１２年度１１年度１０年度９年度８年度７年度６年度５年度

過去１０年間の電力料金の推移
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電力会社の設備投資額推移（１０社合計）

平成５年をピークに電力会社による設備投資は年々減少している。平成５年をピークに電力会社による設備投資は年々減少している。

1.77

2.93
2 .63

3.26
3 .55

4.02
4 .404.444.69

4.93
4.60

4.23
3.83

2.08

3.49

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

【設備投資額の推移（平成元～１５年度）】
【単位：兆円】

出所：有価証券報告書等より作成
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自由化部門への参入状況
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h
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高圧

特別高圧

新規参入者（ＰＰＳ）の販売電力量推移（月ベース）

０ 16

83

161

373

683 ７２９
71

56

658627

自由化部門におけるＰＰＳのシェア率

1.66%2.35%2.02%0.88%0.48%0.09%0%平均

0.28%0.56%-----高圧（注）

3.55%3.28%2.02%0.88%0.48%0.09%0%特別高圧

H17.4H17.3H16.3H15.3H14.3H13.3H12.3

（注）高圧については、平成１６年４月からは500kW以上、平成１７年４月からは50kW以上が自由化対象。
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平成７年３月～ 平成１１年１１月～ 平成１６年４月～ 平成１９年目途

○大口供給制度の創設

◎託送取扱要領の整備

○原料費調整制度の導入

「接続供給制度」の法定化

○料金規制の見直し

→認可制から届出制へ

○卸供給制度の弾力化

→認可制から届出制へ

○ヤードスティック的査定方式
導入

○ガス導管事業の創設

◎全ての一般ガス事業者・ガス導

管事業者に、託送約款作成・

○LNG基地の有効利用促進

○大口供給規制の見直し

→許可制から届出制へ

○卸供給の届出制廃止

大規模工場等

大規模商業施設等

中規模工場、大規模病院等

小規模工場、ビジネスホテル等

２００万㎥
（約４４％）※

１００万㎥
（約４７％）

５０万㎥
（約５０％）

これまでに１６社６６件の新規参入者
（許可・届出ベース）１７年６月１日現在

１０万㎥
（約５６％）

透明性・公平性の為の

◎新規参入を容易にし、託送の

→（大手４社のみ）

（料金値下げ等、需要家

利益を阻害しない場合）

届出・公表の義務付け

◎情報遮断など差別的取扱禁止

ガス小売市場の自由化範囲拡大スケジュール

10万

100万

50万

200万

年
間
契
約
数
量

ガスの小売自由化範囲は順次拡大されている。ガスの小売自由化範囲は順次拡大されている。

(㎥)

１０万㎥未満
にむけて検討

１０万１０万㎥㎥未満未満
にむけて検討にむけて検討

※段階的な拡大の検証等
を行いつつ、検討。

託
送

※（ ）内の数字は大手１０社のガス販売量に占める大口供給販売量の割合（平成１５年度実績）
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ガス料金単価の推移

5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

平均単価 91.85 86.84 85.64 86.41 87.79 84.38 79.78 83.23 83.37 77.66 76.39

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003

LNG価格 18,899 16,754 17,235 22,355 23,545 18,908 20,306 27,667 28,605 28,019 28,671

注： 上記平均単価は、一般ガス事業者全体のガス売上高を販売量（41.8605MJ(10,000kcal)換算）で除したものであり、家庭
用、商業用、工業用等のすべての平均単価である。

ガ ス 料 金 単 価 の 推 移

(出典：ガス事業年報)

（単位：円／トン、ＣＩＦ価格）

（単位：円／41.8605MJ）

(出典：エネルギー・経済統計要覧)
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Ｎ
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ン
）

平均単価 LNG価格

ガス料金の平均単価
（平成７年から約１割低下）

ＬＮＧ輸入価格
（平成７年から約７割上昇）

平成７年３月～
２００万㎥まで自由
化

平成１１年１１月～
１００万㎥まで自由
化

平成１６年４月～
５０万㎥まで自由化

※右の目盛り参照

※左の目盛り参照

ＬＮＧの輸入価格は上がっているが、ガス料金の平均単価は下がっている。ＬＮＧの輸入価格は上がっているが、ガス料金の平均単価は下がっている。
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